







｢公共施設等の総量削減｣ の方向性は ｢総論賛成各論反対｣ の状況を生んでい





チの一つが会計である｡ 実際､ 総務省は従前より､ コンパクトシティ構想の中




2016 年度愛知県 A 市固定資産台帳
情報の分析を中心にして






た2｡ これは､ 個々の実状として､ 自治体の大きな懸念の一つである耐震とい
う観点を追加することが功を奏した事例と言える｡
しかし､ 今年度 (2018) も総務省の事例紹介は宇城市中心で､ 横展開は進ん

































率4｣ (以下､ 減価償却率) 横軸に ｢住民一人当たり資産の取得原価 (偏差値5)｣




比較する際に有効な手法と言える｡ 例えば､ 小中学校と図書館では､ 住民一人
当たりの有形固定資産取得原価の平均が 309,438 円と 16,045 円と大きく異な
る[9:103]｡ このように一つの図に収めることが困難な場合も､ 偏差値を用いるこ
とで比較可能な値にできるからである｡ また偏差値は 50 を平均とするため､
公共施設の将来計画に関する自治体の課題の可視化
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偏差値 50 以上は住民一人当たり施設に余裕があり､ 偏差値 50 未満は窮屈であ
ると見ることができる｡
前述の公共施設等総合管理計画において､ 公共施設の大規模改修は取得後
30 年､ 更新は取得後 60 年､ との仮定をおいて更新費用が試算されている[11:7-8]｡
そのため､ 大規模改修､ 更新の時期が一目で分かる減価償却率 50％､ 100％が





同様に､ 例えば道路の取得原価[12:12,19]は､ 1984 年以前は 1 円とすることや､
1985 年以降も路線 (区間) 単位と年度単位のいずれも不明な場合､ どの年度
の路線も取得原価が同じになるため偏差値 50 が目安とならない｡ そのため､
偏差値と減価償却率を用いた先行研究の比較図は､ 基本的に一自治体内のイン
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図 1 資産情報に関する比較図 (表)
出所：[9：104] を基に筆者加筆
フラ同士の比較に応用できない｡ したがって､ 先行研究の比較図は､ 一自治体
内のインフラではなく公共施設にのみ応用可能と言える｡
 四つの領域の検討方針












全型維持管理を取り入れ長寿命化させることで､ 建設､ 維持管理､ 更新等の合
計経費 (トータルコスト) の削減にある｡ このうち､ 維持管理・修繕は ｢施設､
設備､ 構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調査､ 補修､ 修繕な











このように､ 図 1 は公共施設の将来計画の検討方針に有用な情報を提供する






られる｡ そこで､ 先行研究の比較図 (図 1) における縦軸の減価償却率はその
ままに､ 横軸の指標を工夫することで､ 愛知県 A 市7のケーススタディを行う
ための分析モデルを提案する｡ 先行研究は自治体間の比較のため横軸に､ 住民
一人当たりインフラ・公共施設 (建物､ 工作物) 取得原価 (偏差値) を用いて
いる｡ 一方､ 本稿では一自治体内同種施設の比較のため住民一人当たりではな






先行研究は､ 減価償却率 50％以上を統廃合､ 更新の検討の必要な領域 (①・
②) としている｡ しかし本稿では､ より分析を容易にするために､ これらの領
域 (①・②) を細分化する｡ 前述の大規模改修を取得後 30 年､ 更新を取得後
60 年とする仮定において ｢建設時より 51 年以上経ているものについては建替
えの時期が近いので､ 大規模改修は行わずに 60 年を経た年度に建て替えると
仮定｣[11:8] される｡ 減価償却率に換算すると､ 減価償却率約 85％～100％の間
にプロットされた公共施設についてその将来計画が策定されていない場合､ 緊
急に ｢統廃合｣ ｢更新｣ の検討をすべきと考えられる｡ また､ ｢建設時からの経
過年数が 31 年以上 50 年までのものについては今後 10 年間で均等に大規模改
修を行うと仮定｣[11:8] される｡ そこで､ 減価償却率約 50％～約 85％の間にプロッ
トされた公共施設についてまだ大規模改修を終えておらず､ その将来計画も策
定されていない場合､ 緊急に ｢大規模改修｣ の検討をすべきと考えられる｡
次に､ 減価償却率が約 85％～100％の施設に関しては先行研究の通り､ 偏差
値 50 以上は余裕があるとして ｢統廃合｣ の検討､ 偏差値 50 未満は窮屈である
として ｢更新｣ の検討とした｡ さらに減価償却率が約 50％～約 85％の施設に
関しては､ 大規模改修は長寿命化のため偏差値に関わらず検討されるべきと考
えられる｡ 一方､ 大規模改修済みの場合､ 偏差値 50 以上は余裕があると見る
ことから ｢複合化｣ ｢多目的利用｣､ 偏差値 50 未満は窮屈であると見ることか
ら､ 論理的には増築になるが ｢新しく造ること｣ から ｢賢く使うこと｣ の方針






が大きい｡ そこで､ 横軸は ｢利用者一人当たり資産 (建物､ 工作物) の取得原
価｣ を平均利用料 (家賃)9 で割ったものの偏差値を採用している｡ これによ
り､ 偏差値 50 以上の領域 (①・④) は､ 支払家賃に対して､ 利用者一人当た
り資産の取得原価が大きい施設を表す｡ すなわち､ これは受益者負担の簡便的
な代替指標として使えると考えられる10｡






















ている｡ 前述の大規模改修は 30 年と仮定されているが､ これは建物附属設備
の耐用年数が概ね 15 年であり､ その二回目に当たることから設定されてい
る[11:8]｡ したがって､ ここでは計画的な予防的修繕を約 15 年とする｡ これを減












本節では､ A 市の 2016 年度末時点の固定資産台帳情報11から､ 本稿の分析
に沿った一定の施設を選定し､ 前節で設定した分析モデルの検証を行う｡
3. 1 分析対象
図 5 は､ 先行研究の分析モデル (図 1) に基づき一般会計の固定資産台帳情
報を用いた､ 施設分類ごとの資産の古さと大きさの比較図である｡ したがって､
特別会計および地方公営企業会計に係る固定資産 (例えば､ 下水道､ 上水道等)
は含まれていない｡ この施設分類に関しては､ 同種施設比較の観点から､ 公共
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図 5 A市固定資産台帳 (一般会計) 資産情報に関する比較図
出所：筆者作成
施設等総合管理計画に示されているものではなく､ 本稿独自に 21 の分類を行っ
た (表 1)｡
図 5 の横軸に沿って見ると､ 資産の大きさは､ 道路､ 橋､ 小中学校､ 都市公
園・広場､ 文化会館等の順となっている｡ 一方縦軸に沿って見ると､ 施設の古
さは､ 都市公園・広場､ 道路､ 廃棄物処理施設､ 小中学校､ 住宅の順となって
いる｡ 重要性と緊急性の観点から､ 図 5 の領域①すなわち大きくて古い施設で











表 1 施設分類 (一般会計)
1 道路 12 保健センター (総合健康センター)
2 橋 (歩道橋､ 地下道､ 護岸を含む) 13 廃棄物処理施設 (し尿､ 最終処分､ 大気観測)
3 住宅 14 文化会館等
4 幼稚園保育園 15 福祉施設 (社会福祉施設､ 高齢者福祉施設等)
5 小中学校 (給食センターを含む) 16 生涯学習館
6 図書館 17 河川等管理施設
7 運動施設 (体育館､ プール､ グラウンド､ 球場等) 18 駐車場・バス停
8 児童厚生施設 (交通児童遊園､ 児童クラブ等) 19 農業施設 (楽農センターを含む)
9 都市公園・広場 20 駅前広場・駐輪場
10 消防・防災施設 (防災倉庫､ 防犯カメラ､ 倉庫等) 21 市民館
11 庁舎 (選挙資材倉庫含む) － －
出所：筆者作成
ることから分析対象とした｡
以上の理由より､ 本稿では小中学校 (21 施設)､ 住宅 (17 施設)､ 市民館
(22 施設) を分析対象とした (表 1)｡
3. 2 大きくて古い施設の分析：小中学校
ここでは小中学校を分析対象として､ 古い施設の検討方針を細分化した分析
モデル (図 2) の検証を行う｡
 減価償却率と改造・改修




価 (偏差値) は上昇した｡ また､ 必ずしも減価償却率が高いものから改造・改
修が行われているわけではないことが分かった｡
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以上､ 四つの観点すなわち建築､ 財政､ 現場､ 政治がどのように影響を及ぼ
すかは各自治体で異なるであろう｡
 古い施設の検討方針を細分化した分析モデル (図 2) の検証
図 7 の領域①を見ると､ A 小と B 小が飛び抜けて施設に余裕がある｡ これ














した分析モデル (図 3) の検証を行う｡
図 8 の領域①にプロットされた A 住宅と B 住宅は､ 著しく資産の取得後年
数が経過し受益者負担が低い住宅と言える｡ 前述の通り､ 受益者負担の低さは､










ル (図 4) の検証を行う｡
図 9 は､ 横軸に ｢自治会加入住民18一人当たり資産 (建物､ 工作物) の取得
原価 (偏差値)｣ を採用している｡ 図 9 の市民館 G は 2014 年度に､ 市民館 E､
F は 2015 年度に､ 市民館 A､ B､ C､ D は 2016 年度に外壁改修を実施してい
る｡ 市民館 D､ E､ F､ G は減価償却率 50％以上であるのに対し､ 市民館 A､
B､ C は減価償却率 50％未満である｡ 市民館 D､ E､ F､ G は従来通り､ 取得






が分かった19｡ 具体的には､ 外壁等改修は 20 年で行うことでライフサイクルコ
ストが下がるとの予測があり (A 市公共施設維持保全計画 p. 11)､ 市民館 A､
B､ C に関してはこの考え方が適用され実際に約 20 年で改修がなされている
ことが分かった｡ なお､ A 市では､ 40 年で大規模改修､ 80 年で更新という仮
定をおいて公共施設等総合管理計画が作成されている｡ したがって､ 減価償却
率 25％､ 50％､ 100％の目安は分析モデル通り使うことができる｡
長寿命化させるための修繕計画を早期に検討することを推奨する分析モデル
(図 4) から見れば､ 偏差値 50 未満の施設も今後順次外壁改修が行われるはず
であり､ 適時的な改修の計画が立てられ､ その計画通りに改修が進められてい
るかを継続的に確認するために有用な視点を提供していると言える｡










があるかないかを見る利用者一人当たり取得原価 (偏差値) を採用した｡ 次に､






本稿を執筆するにあたり､ 宇城市財政課､ A 市財政課・施設管理課・市民
協働課・教育委員会の担当者様にはインタビュー調査にご協力頂いた｡ ここに
記して感謝申し上げます｡ また､ 本研究は､ 下記 2 点の助成による研究成果の
一部である｡
・(独) 日本学術振興会の 2015 年度科学研究費補助金基盤研究 B (研究代表




2 熊本県宇城市財政課課長へのインタビュー調査に基づく (2018 年 2 月 23 日実施)｡
3 先行研究では､ 市町が共通して保有する次の 7 つ､ 小中学校､ 公民館､ 公会堂・市民会
館､ 図書館､ 消防・防災施設､ 市 (町) 営住宅､ 橋梁､ を分析対象としている｡





5 偏差値とは平均を 50､ 標準偏差を 10 に規格化したものである｡
6 2013 年 6 月 14 日の閣議決定により､ インフラ・公共施設を ｢新しく造ること｣ から
｢賢く使うこと｣ へ移行することが求められている｡
7 A 市は非合併自治体､ 人口約 15 万人､ 2050 年までの将来人口予測が微増との特徴を持
つ｡
8 本稿では､ 入手可能性の観点から過去の利用者数を用いているが､ 実際の投資意思決定




11 この情報は 2018 年 3 月に Web で公表されたものであり､ 入手可能になった時点では
約一年経過している｡ その間にも固定資産は変動するため､ 総務省は ｢作成｣ から情報の
｢更新｣ へ焦点を移し､ 引き続き公会計情報活用の啓蒙を行っている[14][15]｡
12 ここでいう市民館とは､ 法律上の公民館とは異なり､ 条例上に位置づけられたコミュニ
ティ施設を指す｡
13 固定資産台帳には ｢工作物｣ の改造・改修に係る情報はないため､ ここでは分析対象を
｢建物｣ に限定している｡
14 A 市施設管理課インタビュー調査に基づく (2018 年 7 月 27 日実施)｡
15 A 市財政課インタビュー調査に基づく (2018 年 4 月 19 日実施)｡
16 ただし､ 本稿の分析対象となった 2016 年度末の固定資産台帳には載っていない｡
17 A 市教育委員会インタビュー調査に基づく (2018 年 4 月 19 日実施)｡
18 自治会加入住民数=当該自治会対象住民数×当該自治会加入率
19 A 市市民活動部市民協働課インタビュー調査に基づく (2018 年 8 月 22 日実施)｡
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